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Abstract The purpose of this paper is to examine the preconditions of the analysis as a 
prolegomenon, in order to publish a book compiling recent treatises on tax and fiscal policy 
by the Bush Jr., Obama, and Trump administrations. The examination focuses on the 
following (1) to (4). 
(1) the reality and causes of widening economic disparity in the United States 
(2) the overall pictures of the “visible welfare state” and “hidden welfare state” 
(3) Republican’s trickle-down economics and Democrat’s middle-class economics 
(4) the reality of changes in the federal tax and financial structures 
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組合費、メディケア税等を支払う前の定期的に受け取る所得と定義している 2。 
 したがって、貨幣所得には不定期のキャピタル・ゲインや現物給付のようなものは含まれ
ない。さて、ジニ係数は 1968 年 0.386 を、タイル尺度は 1974 年 0.267 を最小値として、
それ以降いずれも右肩上がりのグラフとなっている。ジニ係数は 2019 年 0.484、タイル尺
度は 2018 年 0.436 と最高値を示すに至り、米国全世帯の所得不平等化が傾向的に進んでき
ていることが分かる。 
 
出所：U.S. Census Bureau (2020), Income and Poverty in the United States:  
2019 , Table A-4 “Selected Measures of Household Income Dispersion:  




















 加えてもう 1 つ注意しなければならないのは、ブッシュ(子)、トランプ両共和党政権とオ
バマ民主党政権の拠って立つ経済思想は違うが、この 3 代の政権を通じて共通する税財政
政策は、減税政策であった点である。ブッシュ減税は 2010 年までの時限立法であったが、







第 1 に、1970 年代以来続く米国の経済格差拡大の実態とその原因である。 
第 2 に、米国の「見える福祉国家」と「隠れた福祉国家」の全体像である。 
第 3 に、税財政政策実行のベースとなる共和・民主両党の経済観の相違である。すなわち
トリクルダウン経済学と中間層経済学の相違である。 
第 4 に、連邦税財政構造の変化の実態である。 
 
2. 1970 年代以来続く米国の経済格差拡大の実態とその原因 
2.1. 1970 年代以来続く米国の経済格差拡大の実態 
 経済のグローバル化に伴って先進国のいずれでも所得不平等化が進んでいるが、その中
でも米国は他の先進国と比べてどうなのか。OECD のデータにより、先進 5 カ国の家計の
政府移転後・課税後可処分所得のジニ係数を 2017 年について比較すると、米国 0.390、英
国 0.357、日本(2015 年)0.339、ドイツ 0.289、フランス 0.292 となっており、米国の所得
格差が一番大きい。また、所得階層トップ 10％の資産の占有率は、米国(2016 年)79.47％、
英国(2015 年)51.99％、日本(2014 年)41.02％、ドイツ(2014 年)54.96％、フランス(2014
年)50.59％となっており、米国の富裕層への富の集中が際立っている 1。 
 では、米国の所得不平等化がどのように進んできているのか経年変化を図 1 で見てみよ
う。図 1 は、米国全世帯の貨幣所得分布の不平等度の推移をジニ係数とタイル尺度の変化
としてグラフ化したものである。合衆国センサス局は、貨幣所得を個人所得税、社会保障税、
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として次の 7 点を挙げている 8。 
 第 1 に、クリントン政権期にコンピューターを核とした技術革新が起こり、これが低技
能労働者、低教育の人から技能労働者、高教育の人への需要転換を引き起こし、前者に高賃
金、後者に低賃金という格差を生み出した。 
 第 2 に、労働組合の組織率の低下が不平等を拡大した。労働組合が賃金交渉で賃金決定
に関わっている場合は、組合員(ミドルクラス)の賃金格差が生じにくいが、労働組合の組織
力が落ちて交渉力をなくし市場で賃金決定がなされるようになると、賃金格差が広がる。 
 第 3 に、最低賃金が 1960 年代後半以来物価上昇に追いつかず実質価値が大きく低下して
きているために、低所得層特に低賃金の女性労働者や若手労働者の実質賃金が切り下げら
れている。 





 第 5 に、移民が高賃金労働者と低賃金労働者の需給バランスを崩している。特に大量の
不法移民の流入は、低技能労働者の供給を増やし、低賃金化を促した。 
 第 6 に、高卒までの学歴の労働者の数の増加に比べて、学士号を持つ労働者の数の増加
が減速してきたために、大卒と高卒の所得格差が拡大してきた。 
















伸びているのに、下位 90％は 23.9％しか伸びていない 4。 






年 77.4％、2013 年 72.5％であるのに対し、トップ 1％所得層(最富裕層)の労働所得のシェ




ある第 10 パーセンタイルでは、わずか 3.3％に過ぎず、中所得層である第 50 パーセンタイ
ルでも 15.1％にとどまるのに対し、高所得層の第 95 パーセンタイルでは 63.2％と前二者




所得、キャピタル・ゲイン、事業所得であるが、特に事業所得のシェアが 1979 年の 10.8％
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 表 1 を見ると、2019 年度連邦歳出 4 兆 4070 億ドルのうち、広義の福祉関連の歳出(4 つ
の主要歳出合計)は 3 兆 1169 億ドルで全体の 70.7％にもなる。中でもメディケアを含む医
療の歳出規模は大きく、1 兆 2199 億ドルで全体の 27.7％にもなる。次に、2019 年度の租





次に米国の「見える福祉国家」と「隠れた福祉国家」の膨張過程を図 3 と図 4 で見ておこ
う。 




比は 1971 年度の 39.4％から 2019 年度の 61.5％にまで拡大している。 
単位：10億ドル
歳出プログラム 歳出額 租税支出プログラム 租税支出金額
1．教育、職業訓練、雇用、社会サービスプログラム
初等・中等・職業教育(裁量的支出） 41.3(0.9) 児童・その他扶養家族税額控除 121.2(8.2)
高等教育(義務的支出） 36.9(0.8) カフェテリアプラン給付の非課税 40.1(2.7)
高等教育(裁量的支出） 28.8(0.7) 教育・医療以外の慈善寄付金控除 30.5(2.1)
その他 33.6(0.8) その他 68.3(4.6)
小計 140.6(3.2) 小計 260.1(17.5)
2．メディケアを含む医療
メディケア(義務的支出） 630.3(14.3) 医療、医療保険料、長期医療保険料雇主負担非課税 164.1(11.1)
医療サービス(裁量的支出） 516.3(11.7) 医療保険エクスチェンジ購入補助金 53.2(3.6)
医療研究・研修(裁量的支出) 36.6(0.8) 医療・長期療養費控除 7.4(0.5)
その他 36.7(0.8) その他 29.6(2.0)
小計 1219.9(27.7) 小計 254.3(17.1)
3．所得保障
その他所得保障(義務的支出） 172.0(3.9) 年金拠出金・年金収入の純非課税 235.8(15.9)
連邦職員退職・障害(義務的支出） 149.6(3.4) 勤労所得税額控除 　　　　　　   71.4(4.8)
食料・栄養扶助(義務的支出) 89.6(2.0) 個人退職勘定 26.2(1.8)
その他 105.2(2.4) その他 40.5(2.7)
小計 516.4(11.7) 小計 373.9(25.2)
4．社会保障と退役軍人給付
社会保障(義務的支出） 1037.6(23.5) 非課税の社会保障・鉄道退職給付の非課税 36.9(2.5)
退役軍人のための所得保障(義務的支出） 98.5(2.2) 退役軍人障害補償の非課税 7.4(0.5)
退役軍人のための病院・医療(裁量的支出） 74.7(1.7) 退役軍人生活調整給付の非課税 1.4(0.1)
その他 29.6(0.7) その他 0.1(0.01)
小計 1,240.0(28.1) 小計 45.8(3.1)
2019年度連邦歳出 4,407.0(100,0) 2019年度租税支出総額 1,485.0(100.0)

































び出し、2019 年度予算におけるその金額と構成比を示したのが表 1 である。 
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 図 4 は、租税支出の推移を示しているが、2019 年度現在裁量的支出(軍事費が中心)に匹 
敵する規模にまで膨らんでおり、その 6 割強が広義の福祉向けである。 
 




出所：Office of Management and Budget(2020), Historical Tables, Budget 
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である。この税法に基づく減税総額は約 7488 億ドルで、5 年間実施され、当時史上最大の




さて、1981 年から 1986 年までの経済・財政収支見通しと実績はどうであったのか 15。




























































 2001 年 EGTRRA、2003 年 JGTRRA、2017 年 TCJA は、いずれもレーガン政権下の
1981 年経済再建税法(ERTA)と同様の大型減税で、それらのバックボーンにあるのがトリク
ルダウン経済学である。共和党保守派が推進するトリクルダウン政策を批判的に検討した
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 しかし、連邦財政の黒字は 4 年間しか続かなかった。ブッシュ（子）政権になって 2002
年度には再び財政赤字に転落した。不況および大規模ブッシュ減税（2001 年 EGTRRA と
2003 年 JRTRRA）によって、大幅な歳入減となる一方、イラク・アフガン戦争を含む「テ
ロとの戦い」のための経費やハリケーン・カトリーナ対策費等の経費が嵩んだ。しかも、キ
ャップ制とペイゴー原則は 2002 年末で期限切れとなり、2006 年赤字削減法で義務的経費
を小規模に削減するものの、ブッシュ（子）政権の歳出増、減税に歯止めがなくなってしま
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個人所得税は、第 1 基幹税であり、1970 年代以降対 GDP 比に変動はあるものの 8％前
後で安定的に推移してきたが、2000 年代に入ってやや落ち込みが大きくなっている。給与
税（社会保障税等）の対 GDP 比は、第二次大戦後 1990 年代初めまで大きく伸び、その後
横ばいとなっているが、今や第 2 の連邦基幹税である。社会保障（年金）やメディケア等の
財源として重きをなしてきた。逆に、1950 年代初め以降 1980 年代初めまでの間に、法人
税の対 GDP 比は大きく下落し、それ以降今日まで、低い負担水準で推移している。国際的
に企業間競争が激化し、法人税の負担を軽減する対応が取られてきた結果である。いずれに
せよ OMB（2020）によれば、2019 年度現在、主要税の対総税収構成比は、個人所得税 49.6％、







 レーガン政権の 1986 年税制改革(TRA)は、供給派経済学に拠って大規模減税で成長を目




 1986 年 TRA は 1981 年 ERTA が所得税について定めた 11～15％の累進税率を 15％と
28％の 2 段階税率にフラット化した。また法人税の基本税率を 46％から 34％に、軽減税率





























 図 5 において、1970-2019 年度期の平均連邦歳入の対 GDP 比は、17.4％水準であったこ
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は次の通りである 20。①年収 40 万ドル以上の高所得者に対し、2017 年 TCJA 前課税に戻
す増税を行うために、所得税最高税率は現行の 37％から 39.6％に引き上げ、通り抜け（パ
ススルー）事業体所得への 20％所得控除を廃止し、項目別控除を制限する、②法人税最高
税率は現行 21％を 28％に引き上げる、③キャピタル・ゲイン最高税率現行 23.8％を 39.6％
に引き上げる、④給与税は、現行 13 万 7700 ドル超所得非課税だが、40 万ドル超には追加










1  OECD, Stat(2020)参照。 
2  U.S. Census Bureau(2020), Appendix 参照。 
法で、さらに投資促進と福祉増進のために、長期キャピタル・ゲインの最高税率を 28％か
ら 20％に引き下げ、遺産税・贈与税の統合および基礎控除の段階的引上げをする一方、児
童税額控除や HOPE 奨学税額控除等を創設し、新たな租税支出を生み出している。 




10、15、27、30、35、38.6％の 6 段階に引き上げた。遺産税は 2009 年までに税率を 55％












所得税から一段と離反させた。そして、1981 年 ERTA 以来のトリクルダウン経済学に立っ
た減税政策は、成長をもたらさなかった。 
 2007-2009 年大不況の最中に発足したオバマ民主党政権は 2009 年に米国再生・再投資法






 2012 年 11 月の大統領選挙でオバマ大統領が再選された後、年末に向けてブッシュ減税
の期限切れや強制歳出削減等が重なる「財政の崖」の懸念が高まっていた。「財政の崖」回
避のために上院多数派の民主党と下院多数派の共和党が取引し、妥協の末に 2012 年アメリ
カ納税者負担救済法が成立した。所得 45 万ドル超の富裕層に対する所得税最高税率を 35％





得税率を従前の 10％～39.6％の 7 段階から 10％～37％の 7 段階に見直した。一部の租税
支出の廃止や縮減も行っている。法人税率を35％から21％に大幅に引き下げている。また、
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